
別紙１

計算書類に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

    該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券等－総平均法に基づく原価法によっている。

・上記以外の有価証券で時価のあるもの－会計年度末における時価をもって評価する。

(2) 固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産及び無形固定資産　…　定額法

　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法

　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものについては、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給付引当金

　　秋田県民間社会事業福利協会加入者明細表及び全国社会福祉団体職員退職手当積立基金加入職員明細表に基

　づき事業主負担分を計上している。

・賞与引当金

　　職員に対して支給する賞与に充てるため、令和7年度6月賞与支給見込額のうち当期に帰属する額を

　計上している。

・徴収不能引当金

　　たすけあい資金貸付金のうち、徴収不能のおそれのあるものについては[1]～[4]に分類し計上している。

　　[1]徴収不能の可能性が極めて高い債権　

　　　①当該年度の末日時点で貸付日からの経過が3年を超え、当該年度中に全く償還のなかったもの。

　　　②借受人並びに連帯保証人が死亡または行方不明、その他将来にわたって償還が困難と認められるもの。

　　　　※貸付金残金×100％

　　[2]徴収不能の可能性が高い債権

　　　　当該年度の末日時点で貸付日から経過が3年を超えているが、当該年度中に1度でも償還があったもの。

　　　　ただし、前項[1]の②に該当するものは除く。

　　　　※貸付金残金×50％

　　[3]徴収不能のおそれのある債権

　　　　当該年度の末日時点で貸付日からの経過が1年を超えて3年以内のもの。

　　　　※貸付金残金×過去3年間の同分類における徴収不能額(償還免除額)の平均発生率

　　[4]当該年度の末日時点で貸付日からの経過が1年以内のもの。

　　　　※貸付金残金×過去3年間の同分類における徴収不能額(償還免除額)の平均発生率



　　介護保険サービス利用料等の債権のうち、徴収不能のおそれのあるものについては[1]～[4]に分類し計上

　している。

　　[1]徴収不能の可能性が極めて高い債権　

　　　①当該年度の末日時点で当初請求日からの経過が3年を超えて当該年度中に全く支払いのなかったもの。

　　　②本人並びに契約書に記載の連帯保証人(身元保証人、家族・代理人)が死亡または支払い困難であると

　　　　認められるもの。

　　　　支払い困難で認められるものとは、基本的に本会の｢利用料等徴収不能欠損処理規程」に規定された

　　　　支払い困難であると認められるものとする。

　　　　※利用料等未納等残金×100％

　　[2]徴収不能の可能性が高い債権

　　　　当該年度の末日時点で当初日からの経過が3年を超えているが、当該年度中に1度でも支払いがあった

　　　　もの、前号[1]の②に該当するものは除く。

　　　　※利用料等未納等残金×50％

　　[3]徴収不能のおそれのある債権

　　　　当該年度の末日時点で当初請求日からの経過が1年を超えて3年以内のもの。

　　　　※利用料未納等残金×過去３年間の同分類における徴収不能額の平均発生率

　　[4]健全な債権

　　　　当該年度の末日時点で当初請求日からの経過が1年以内のもの。　

　　　　※利用料未納等残金×過去３年間の同分類における徴収不能額の平均発生率

３．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

秋田県民間社会事業福利協会退職給付金

全国社会福祉団体職員退職手当積立基金退職給付金

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分                                                

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(3) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　1.法人運営事業

　　本部運営事業

　2.地域福祉推進事業

　　福祉活動普及・啓発事業

　　地域づくり支援事業

　　相談・生活支援事業

　　組織基盤整備事業

　3.指定管理事業

　　指定管理事業

　4.特別養護老人ホーム平寿苑管理運営事業

　　平寿苑特別養護老人ホーム運営事業

　　平寿苑短期入所生活介護事業

　　平寿苑居宅介護支援事業

　　平寿苑通所介護事業



　　軽費老人ホームいずみの里運営事業

　5.特別養護老人ホーム雄水苑管理運営事業

　　雄水苑特別養護老人ホーム運営事業

　　雄水苑特別養護老人ホーム・ユニット運営事業

　　雄水苑短期入所生活介護事業

　　雄水苑ユニット短期入所生活介護事業

　　（雄水苑）雄風荘通所介護事業

　6.特別養護老人ホーム憩寿園管理運営事業

　　憩寿園特別養護老人ホーム運営事業

　　憩寿園短期入所生活介護事業

　7.在宅介護サービス等事業

　　居宅介護支援事業

　　訪問介護事業

　　訪問入浴介護事業

　　通所介護事業

　8.基金運営事業

　　社会福祉基金運営事業

　9.積立金運営事業

　　財政調整積立金

６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地        40,027,722                0                0       40,027,722

建物     3,166,489,863       12,348,600        7,123,200    3,171,715,263

定期預金         8,000,000                0                0        8,000,000

減価償却累(基)△  建物減償累計額   △1,004,398,926    △104,078,029      △7,123,198  △1,101,353,757

合            計     2,210,118,659     △91,729,429                2    2,118,389,228

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

８．担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし



９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地（基本）        40,027,722                0       40,027,722

建物（基本）     3,171,715,263    1,101,353,757    2,070,361,506

建物        11,548,851        9,480,708        2,068,143

建物付属設備        16,952,499        3,857,820       13,094,679

構築物        17,634,840       16,280,478        1,354,362

機械及び装置         1,591,750          206,648        1,385,102

車輛運搬具        10,583,620       10,583,616                4

器具及び備品       125,247,619       74,263,149       50,984,470

有形リース資産        46,137,600       34,444,150       11,693,450

合            計     3,441,439,764    1,250,470,326    2,190,969,438

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

たすけあい資金貸付金         1,385,200          959,600          425,600

介護保険サービス利用者負担金           579,896          579,896                0

合            計         1,965,096        1,539,496          425,600

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

該当なし

合            計

１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                        
（単位：円）

法人 事業の 議決権 関係内容 取引の

種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 内容 取引金額 科目 期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

該当なし

取引条件及び取引条件の決定方針等                                                                    

１３．重要な偶発債務                                                                                

該当なし



１４．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け                                                        

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

(1)令和6年12月31日、大雄通所介護事業を廃止した。

　 これに伴い、固定資産および有形リース資産を移管した。

　 特別養護老人ホーム平寿苑へ移管（拠点区分間）建物付属設備1点：昇降式介護浴槽

　 雄風荘通所介護事業へ移管（拠点区分間）器具及び備品3点：高さ調整テーブル、車椅子体重計

   十文字通所介護事業へ移管（サービス区分間）器具及び備品2点：リクライニング車椅子、防炎カーテン

　 十文字通所介護事業へ移管（サービス区分間）有形リース資産2点：車輌2台

　 固定資産を除却　器具及び備品2点：光回線設備一式、シャワーカーテン

(2)介護保険事業における介護テクノロジー導入に伴う固定資産取得のために、株式会社北都銀行より資金の

　 借り入れを行っている。

　 令和7年2月5日　長期借入金 20,000,000円(証書借入/ほくと脱酸素サポートローン)

　 令和7年2月5日　短期借入金 40,000,000円(手形借入)

　 なお、取得した固定資産については、秋田県介護テクノロジー活用支援事業補助金の交付対象となったため

　 令和7年3月25日に秋田県からの補助金40,473,000円入金後、令和7年3月27日に短期借入金40,000,000円に

　 ついては返済を完了している。

(3)たすけあい資金滞納者1名/69,000円の償還免除処理を行っている。

　 貸付年月日 平成25年4月30日　　貸付金額 75,000円　　償還期限日 平成27年5月31日

　 最終償還日 平成25年8月2日　　 償還額合計 6,000円

　 たすけあい資金償還免除処理規程　第1条(3)に該当


